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1.はじめに

地方都市の活性化のためには地域経済の活性化

が必要である。近年の我が国では、東北や九州等

での製造業の地方展開が見られるものの、海外へ

の生産シフトも強まっており、製造業の振興によ

る地域活性化は容易ではない。我が国全体の経済

がサービス化、ソフト化、高度情報化を進める中

で、地方圏においても地域の発展を主導する産業

はサービス業や卸売・小売業などの第3次産業と

なっている。国土庁の分析では、1986年から91年

にかけての就業者増加数に対する寄与率の高い産

業は、全国11ブロック(三大都市圏とそれ以外の

8ブロック)の単純平均で、サービス業が43.6%、

卸・小売業が22.1%と卓越している。三大都市圏

を除く各県で構成される8ブロックの単純平均の

場合も、サービス業44.7%、卸・小売業22.0%と

なり、製造業の億18.4%を上回っている1㌔従っ

て地方圏の活性化のためには高次サービス産業を

中心とする3次産業を育成、強化しなければなら

ない。

地方圏ではこうした産業は県庁所在都市に集中

している。筆者の1人が基礎的3次産業と名づけ

た卸売業、金融・保険業、不動産業、情報サービ

ス業、物品賃貸業、その他の修理業、その他の事

業サービス業、専門サービス業の就業者数合計で

見ると、全国の35.4%が京浜大都市圏に集中して

いる。これに対して、中四国の各県での県庁所在

都市による県内集中率の億は高知の72.5%を最高

として徳島、香川、広島で60%を越える等、山口

1)国土審議会調査部会、国土庁計画・調整局樹、
咽全総総合的点検調査部会報告山大蔵省印刷局、
1994年.

県を除く8県で京浜都市圏の集中率の債を上回っ

ており、東京一極集中を上回る県内一極集中状況

が見られる2)。

本研究では、このように地域の活性化をリード

してゆく産業に対する県庁所在都市の特徴につい

て、歳計的な分析を行なったものである。

2.地方圏県庁所在都市の産業特性

北海道、東北、愛知を除く中部地方、中国、四

国、九州の32道県について、県庁所在都市の産業

特性を考察する。32の県庁所在都市のうち、1986

年から1990年の間に都市圏人口が減少した都市は

青森のみである。一方、県庁所在都市圏を除く道

県人口のうち増加したのは7県のみである。24の

道県では県庁所在都市県の人口は増加したものの

その他の地域では人口が減少しており、明瞭な県

内一極集中現象が見られている。なお、県庁所在

都市圏の人口増加率が道県内のその他の地域での

値を下回る県は岐阜、静周の両県のみであり、そ

の他地域の人口が増加している県でも県庁所在都

市への集中現象が見られる。

表一1は、上記の32道県合計の従業者数に対す

る県庁所在都市の従業者総数の割合を産業別に示

したものである。1991年での全産業の集中率

30.6%に比べて不動産業や金融・保険業の値は相

当大きくなっている。卸・小売業での値も大きく

3次産業の県庁所在都市集中が顔著であることが

わかる。県庁所在都市圏での人口増加を反映して

県庁所在都市での従業者集中率の値は経年的に増

2)柏谷増男、r中国・四国地域の産業構造と県都の
役割J、r中国・国国経済活性化の課題と展望J、平
成3・4年度科学研究費研究成果報告書、(代表:

轢本　功)、pp.35-55,1993年.
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表-1　産業別従業者数に対する県庁所在都市が
占める割合(地方圏32道県)

大　分　類　　　　　1980　1985　1990

1.農業

2.林業

3.漁業

4.鉱業

5.建設業

6.製造業

7.電気・ガス・熱供給・水道業

8.運輸・通信業

9.卸売・小売業、飲食店

10.金融・保険業

11.不動産業

12.サービス業

13.公務・他に分類されないもの

全産業

注)国勢調査による従業人口
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加している。全産業での集中率は10年間に1.13%

の増加を見たが、サービス業についてはこの間に

集中率は2.64%増加しており、産業構造のサービ

ス化が県庁所在都市圏で著しかったことがわかる。

表-2は、表-1と同じ内容の計算を産業中分

類ペースで行なったものである。1991年時点では

航空運輸業、農林水産金融業、補助的金融業・金

融附帯業、投資業、証券業、商品取引業、映画業、

放送業、情報サービス業等で県庁所在都市への集

中率は70%近くまたは70%を上回っている。この

次にランクされるものが熱供給業の54.57%であ

るので、上記の8業種は特に集中度の高い産業で

ある。50%台を示すものはその他に出版・印刷、

卸売、不動産、その他の事業サービス、政治経済

文化団体等である。これらの産業のうち、金融関

係や放送業では行政範臥こ応じて事業所が設置さ

れることが多く、道・県庁が所在することが従業

者の存在に直接かかわっている。卸売や出版・印

刷等も県域内を対象とする事業所が多く見られ、

関節的にではあるが道・県庁の所在と強く関係し
ていると思われる。映画業や不動産業については

多くの道県で県庁所在都市が道・県内最大規模の

都市であることが高い集中率の原因であろう。
次に回-1は、1991年時点の全国従業者総数が

10万人以上の64業種について1991年従業者の県庁

所在都市集中率と各産業従業者数の増加率(1986

年～1991年)とを示したものである。全般的に見

て、両者には正の相関が見られ、成長力の高い産

業ほど県庁所在都市に集中していることがわかる。

なお、県庁所在都市での集中率が40%を越えてい

て増加率が-10%を下回っている産業は鉄道業と

各種商品小売業であり、前者は国鉄改革の影響に

よるもの、後者は事業所の分類変化に伴うものと

考えられる。

以上のように、地方圏での高度な3次産業の事

業所は道・県庁と深く結びついているかあるいは

道・県別に調整されて設けられることが多く、県

庁所在都市のほとんどが県内最大都市であること

も相まって県庁所在都市に立地していると考えら

れる。そしてこれらの業種が成長産業であるため

に、県庁所在都市圏の人口が増大し、県内一極集

中の度合が強まってゆくものと思われる。

3.リーディング産業の都市分布

(1)リーディング産業

本章では地域の発展の核となる産業をリーディ

ング産業と呼び、その都市分布特性を考察する。

リーディング産業はベーシック・ノンベーシック

分布における基礎的産業であるべきであり、かつ

成長産業でなければならない。基礎的産業と非基

礎的産業とを分類するための定まった方法はない

が、LocadonQuotientMethod3)を用いた分類を試

みた。まず、地域lのi産業の従業者数が全国で

の構成割合から計算される億よりも多い場合にそ

の値を超過従業者数と呼び、地域1の仝従業者徴

に対する超過従業者数の比の値を計算する。各産

業ごとに各県別の値を計算したとき、非基礎的産

業ならばこの値は0に近く分布すると考えた。成

長産業であるか否かについては、1981年から1986

年、また1986年から1991年までの従業者増加率が

共に全業種にわたる増加率の値を上回ることを基

準とした。その他にもある程度の規模の産業であ

る条件として、全従業者の1%以上の従業者を持

つこと、あるいは業種間の相関を考慮して代表的

3)Leasage,J.Pリ`Vnle Dynamic Relationshlp Be-

tweenExport,Local,andTotalenployment''.RGgWn-

d5品凱Ⅳα面目升触れ且の瑚IWざ,Vol.19,pp.615-

635.1989.
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表一2　産業中分類ペースでの県庁所在都市が占める従業者割合(%)(地
方圏32遁県)

産　　　業　　　　　　　　　1981　1986　　1991

1.農業

2.林業
3.漁業

4.水産養殖業

5.金属鉱業

6.石炭・亜炭鉱業

7.原油・天然ガス鉱業

8.非金属鉱業

9.94　　　7.60　　　6.48

×　　　9.30　　　9.25　　　9.85

×　　11.10　　10.51　　　9.16

×　　　5.27　　　3.11　　　4.98

×　　　6.68　　10.87　　　22.54

×　　　.21　　.41　　　.22

×　　31.11　　32.10　　　38.06

×　　　9.40　　　8.96　　　8.26

9.総合工事業

10.職別工事業

11.設備工事業

12.食料品・たばこ製造業

13.繊維鉱業

14.衣服・その他の繊維製品製造業

15.木材・木製品製造業
16.家具・装備品製造業

17.パルプ・紙・紙加工品製遺業

18.出版・印刷・同関連業

19.化学工業

20.石油製品・石炭製品製造業　　　　×
21.ゴム製品製造業

22.なめし草・同製品・毛皮製造業

23.窯業・土石製品製造業
24.鉄鋼業

25.非鉄金属製遺業
26.金属製品製造業

27.一般機械器具製造業

28.電気機械器具製造業

29.輸送用機械器具製造業

30.精密機械器具製造業
31.武器製造業

32.その他の製造業

33.電気業

34.ガス業

35.熱供給業
36.水道業

37.鉄道業

38.道路旅客運送業

39.道路貨物運送業

40.水運業

41.航空運輸業

42.倉庫業
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22.46　　23.08　　　24.48

26.56　　27.09　　　28.18

36.32　　35.16　　　36.00

21.77　　20.72　　19.94

11.87　　10.18　　11.83

15.23　　14.24　　13.09

12.85　　12.22　　11.78

25.30　　23.36　　　22.21

17.16　　15.55　　14.86

52.93　　51.97　　　50.57

16.05　　17.41　　17.13

16.20　　15.53　　14.36

14.61　14.70　　13.99

14.19　　12.79　　10.71

9.55　　　9.02　　　　9.18

14.00　　13.00　　14.87

g.00　　11.93　　　9.91

18.07　　17.06　　16.50

22.21　　20,09　　17.47

12.78　　11.48　　12.44

12.20　　10.70　　11.58

9.51　10.61　　　9.02

3.62　　　6.61　　　9.62

18.01　17.54　　16.28

32.77　　33.18　　　34.76

43.24　　45.04　　　42.82

64.26　　54.57　　　54.57

30.51　　30.68　　　31.33

38.53　　40.77　　　45.04

38,91　　39.52　　　39.27

30.68　　30.79　　　30.14

17.74　　17.55　　18.25

76.78　　72.45　　　70.84

44.70　　44.81　　40.01
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運輸に附帯するサービス業

通信業

卸売業

代理商,仲立業

各種商品小売業

織物・衣服・身の回り品小売業

飲食料品小売業

自動車・自転車小売業

家具・建具・じゅう.器小売業
その他の小売業

飲食店
銀行・信託業

農林水産金融業

中小企業等特定日的金融業
補助的金融業,金融附帯業

投資業

証券業,商品取引業

保険業

31.19　　31.58　　　35.26

33.57　　33.12　　　36.58

49.73　　50.17　　　50.46

×　　14.53　　15.03　　　27.57

42.76　　41.60　　　44.15

30.08　　32.09　　　33.51

25.24　　26.36　　27.40

35.29　　　34.27　　　30.76

25.12　　26.06　　　27.23

28.39　　28.15　　　28.15

37.79　　38.47　　　39.48

51.15　　50.97　　　49.21

×　　66.89　　69.07　　　69.46

42.42　　43.91　　43.17

×　　78.91　　73.45　　　74.82

×　100.00　　77.50　　　86.21

69.64　　69.93　　　68.91

44.43　　43.37　　　44.06

保険媒介代理業,保険サービス業　×　　38.92　　41.75　　43』1

不動産業

物品賃貸業

旅館,その他の宿泊所

洗濯・理容・浴場業

その他の個人サービス業

映画業

娯楽業

放送業

自動車整備及び駐車場業

その他の修理業

協同組合

情報サービス・調査・広告業

その他の手業サービス業

専門サービス業

医療業

保健及び廃棄物処理業

宗教

教育

社会保険・社会福祉

学術研究機関

政治・経済・文化団体

その他のサービス業

国家公務

地方公務

52.29　　51.32　　　52.29

40.46　　41.14　　　41.44

22.41　　22.47　　　23.26

30.45　　30.58　　　31.63

31.20　　31.86　　　34.02

50.88　　60.69　　　68.42

27.64　　27.15　　　25.71

78.94　　78.46　　　77.81

27.50　　27.31　　28.20

29.87　　33.41　　37.48

15.16　　14.92　　13.34

68.29　　70.45　　　69.94

49.91　　49.05　　　50.55

38.51　　39.80　　　42.18

32.64　　32.51　　32.75

29.16　　29.49　　　29.25

19.29　　19.80　　19.83

27.98　　28.92　　　29.82

24.17　　24.52　　　24.44

36.44　　31.26　　　31.77

50.60　　52.01　　54.19

30.53　　31.49　　　30.25

34.90　　34.34　　　34.89

30.33　　30.01　　30.48

注1)事業所統計による

注2)産業分類の後の×印は,平成3年時点での従業者数が103人未満であ
ることを示している。
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図一11991年産業別従業者についての地方圏32道県での県庁所在都市集中率と全国の従業者増加率
(1991年,1986年　各事業所統計による)
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な業種を選ぶこと等を考慮した。これらの点を結

合して判断した結果、以下の6業種を本章で考察

するリーディング産業とした4)。

(イ)出版・印刷・同関連産業

(ロ)卸売業

の　不動産業

(⇒　情報サービス・調査・広告業

帥　その他の事業サービス業

N　専門サービス業

なお、以後では簡単のため(イ)は出版・印刷、H

は情報サービス、的は事業サービスと略称する。

また、知識情報化あるいは先端サービス等の地域

活性化のイメージに対応する業種として学術研究

機関、政治経済文化団体についても本章での分析

の対象となる業種とした。

(2)都市分布推定

都市分布の推定対象となる都市は、徳間による
我が国SMEA都市圏5)の中心都市に山口市を加

えたものである。表-3に対象都市名を示す。対

象都市の数は119であり、3大都市圏内の衛星都

市は除かれている。なお、東京都市圏については

特別区を中心都市と考えている。このうち都道府

県庁所在都市の数は42であり、埼玉県浦和市、千

4)大嶋　昇、唱β市基盤整備事業と成長産業の分布
に関する研究』、愛媛大学工学部土木海洋工学科
卒業論文、1995年.

5)徳岡一幸、r日本の大都市圏-1985年における
SMEAの設定と都市化の動向-J、香川大学経済学

部　研究年報、30号、pp.139-210,1991年.

葉県千葉市、神奈川県横浜市、滋賀県大津市、奈

良県奈良市が衛星都市とされ、除外されている。

従業人口については、原則的に都市圏従業人口

を扱うべきであろうが、町村に関する中分類デー

タが得られないため、都市圏の中心都市1市の値

とした。このため、後に述べる都市規模を表す変

数も中心都市の従業者総数としている。従って、

本研究では、正確にはひとつの中心都市に従業し

ている人々で構成されている都市圏を想定してい

ることになる。通常の都市圏概念に照らし合わせ

るといびつな感がしないでもないが、研究対象と

している業種が基礎的産業としての性格を持つ3

次産業を主体としていることから、これらの業種

については、都市圏内の大部分の従業者が中心都

市にいると考えても不自然ではなかろう。

本論文で取り上げた業種はいずれも都市型の産

業であり、いわゆる集積の利益への依存が大きい

と考えられる。集積の利益には当概産業における

規模の経済とともに関連する産業分野との交流効

果が含まれるが、統計分析でそれらを区分するこ

とは困難と思われるので、単純に考えて、中心都

市の従業者総数を都市規模を表す変数とした。

一方、このような産業は都市の中枢管理機能と

密接に関連しており、かつ中枢管理機能の分布は

我が国全体の都市システムのあり様に依存してい

る。本研究では日本全体の中心としての東京、地

方ブロック(北海道、東北、関東、中部、近敵、

中国、四国、九州)の中心都市(札幌、仙台、東

京、名古屋、大阪、広島、高松、福間)、各都道

府県庁所在地を要素とする都市システムを仮定し
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表-3　対象都市

NO　都市名　　　NO　都市名

1　札幌市

2　函館市

3　旭川市

4　室蘭市

5　釧路市

6　帯広市

7　北見市

8　苫小牧市

9　青森市

10　弘前市

11八戸市

12　盛岡市

13　仙台市

14　石巻市

15　秋田市

16　山形市

17　鶴岡市

18　酒田市

ユ9　福島市

20　会津若松市

21　郡山市

22　水戸市

23　日立市

24　土浦市

25　勝田市

26　宇都宮市

27　足利市

28　栃木市

加　佐野市

30　小山市

31　前橋市

32　高崎市

33　桐生市

34　伊勢崎市

35　大田市

36　館林市

37　秩父市

38　茂原市

39　成田市

40　君津市

41　特別区

42　小田原市

43　新潟市

44　長岡市

45　三条市

46　上越市

47　甲府市

48　長野市

49　枚本市

50　上田市

51　飯田市

52　諏訪市

53　宮山市

54　高岡市

55　金沢市

56　小松市

57　福井市

58　武生市

59　岐阜市

60　大垣市

名商者ON

た。都市システムの表現にはダミー変数を用い、

都道府県庁所在地については対応する都道府県の

絃従業者数を,また地方ブロック中心都市につい

ては対応する地方ブロックの稔従業者数をそれぞ

れダミー変数の係数としている。なお,日本全体

の中心としての東京については対象となる都市が

単一のため,ダミー変数につける係数は任意でよ

い。ここでは他の変数とのバランスを考慮して,

便宜的に東京都の稔従業者数を係数とした。

市
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今

伊勢市　　101新居浜市

松阪市　　102　高知市

彦根市　　103　北九州市

長浜市　　104　福岡市

京都市　　105　大牟田市

舞鶴市　　106　久留米市

大阪市　　107　飯塚市

神戸市　　108　田川市

姫強市　　　ユ09　佐賀市

和歌山市　110　長崎市

鳥取市　　111佐世保市

米子市　　112　熊本市

松江市　　113　八代市

出雲市　　114　大分市

岡山市　　115　宮崎市

倉敷市　　116　都城市

津山市　　117　延岡市

広島市　　118　鹿児島市

市　　　119　那覇市

市

で、以下に示すさまざまな都市システムを仮定し

た5種類の回帰推定式を設けている。

(a)都市システムが存在しない場合(ケース1)

P㍉こげ・βiβ　　　　　　　　　　　　(1)

ここで、巧はi都市のノ産業従業者数、風はi

都市の全従業者数、α、βはパラメータ

(b)県庁所在地による都市システムの場合

(ケース2)

(3)分布推定式

基本的には、各業種の従業者分布は都市規模に

関するべき乗関数で表されると考えた。そのうえ
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ここで、者はi都市の都道府県の全従業者数、

βJiは県庁所在都市を表すダミー変数(β1i=1;i

が県庁所在都市の場合、β1,=0;iがその他の都

市の場合)、γはパラメータ

(C)県庁所在地と地方ブロック中心都市から成る

都市システムの場合　　　　　　　(ケース3)

少戸び・且/・帆・∂ji)ア・(Ci・8gi)γ　　　(3)

ここで、Ciは各ブロックの仝従業者数、以i地

方ブロック中心都市を表すダミー変数(8g㍉=1;i

が地方ブロック中心都市の場合、82戸0;iがそ

の他の都市の場合)、∂はパラメータ

(d)県庁所在地と東京から成る都市システムの場

合　　　　　　　　　　　　　　(ケース4)

少戸だ甥β・(P・β右)7・(れ・鋤)∂　　　(4)

ここで、れは東京都の全従業者数、β島は東京を

表すダミー変数(β島=1;iが東京の場合、皿ヲ.=

0;iがその他の都市の場合)、βはパラメータ

(e)県庁所在地、地方ブロック中心都市、東京に

よる3階層都市システムの場合　　(ケース5)

少㍉=ぽ・£!・(Pi・β1i)y・(CiJ吼)7・(れ・β島)∂

(5)

出版・印刷

4.推定結果とその考察

(1)重相関係数

表-4に8業種・3年度・5ケrスにわたる推

定結果を示す。リーディング産業として選んだ6

業種については、情報サービスでの1981、1986年

の6例を除いて業種・年度・推定ケース84例で重

梱関係数の値は0、9を絶えている。特に卸売業、

不動産業、専門サービス業ではすべての年度・推

定ケースにわたって墓相関係数の億は0.95を越え

ている。出版・印刷、その他の事業所サービスで

は、ほほ0.93ないし0.94の債である。情報サービ

ス業の場合、墓相関係数の債がやや低いが、これ

は電気機械産業の立地点に情報サービス産業が併

せて立地していることが原因と思われる。学術研

究機関については重相関係数の値は0.73～0.76と

相対的に低い。政治・経済・文化団体では全従業

者数のみを説明変数とするケースでは0.86～0.87

となっているが、県庁ダミーを加えると0.93-

0.94と大きくなる。政治・経済・文化団体を除け

ば推定ケースによる重相関係数の値の変化はさほ

ど大きくはない。また、年度による変化もあまり

見られない。

(2)集横効果

全従業者数のみを説明変数とするケース1の推

表-4　従業者数の都市分布推定結果(パラメータ推定値とt一億)

.教　 t一億 県 庁 ダ ミ ー　 t一億 中 枢 ダ ミ ー　　 t一億 東 京 ダ ミ ー　 t一億
真 相 関 係 釘

2 7 .4

1 9 . 6 0 . 0 4 0 9　　　 4 .7 5

- 0 . 0 0 7 5 6　 - 0 .4 4 0

0 . 0 0 7 0 0　 - 0 .4 6 8

0 . 2 4 6　　　 0 .4 0 3

0 . 9 3 0 3

0 . 9 4 2 0

1 4 . 7 0 . 0 4 1 1　　 4 .0 5 0 . 9 2 4 4

1 5 . 1 0 . 0 4 1 9　　　 4 .0 7 0 . 9 2 4 3

1 6 . 0 0 . 0 4 1 8　　　 4 .7 6 0 . 3 6 7　　　 0 . 69 0 0 . 9 4 2 3

2 5 . 9

1 8 , 3 0 . 0 4 0 2　　　 4 .4 7

0 . 0 0 0 7 9 3　　 0 .0 5 1

- 0 . 0 0 1 4 6 0　 - 0 .0 9 3

0 . 4 0 3　　　 0 .0 7 4

0 . 9 2 2 5

0 . 9 3 4 3

1 5 . 5 0 . 0 4 0 2　　　 4 .4 5 0 . 9 3 4 3

1 6 . 3 0 . 0 4 1 3　　　 4 .5 3 0 .~9 3 4 7

1 4 . 6 0 . 0 4 1 3　　　 4 .5 1 0 . 4 1 3　　　 0 .74 1 0 . 9 3 4 7

2 8 . 7

2 0 . 4 0 . 0 3 2 9　　　 4 .0 5

0 . 0 0 2 2 5　　 0 . 16 3

- 0 . 0 0 0 2 5　 - 0 .0 1 5

0 . 4 4 9　　　 0 . 9 16

0 . 9 3 5 7

0 . 9 4 3 9

1 7 . 2 0 . 0 3 3 0　　　 4 .0 4 0 . 9 4 3 9

1 8 . 1 0 . 0 3 4 2　　　 4 .1 5 0 . 9 4 4 3

1 6 . 2 0 . 0 3 4 2　　　 4 .1 3 0 . 4 5 1　　 0 . 89 6 0 . 9 4 4 3
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卸売業

年 度 全 従 業 者 数　 t一億 県 庁 ダ ミ ー　 t一億 中 枢 ダ ミ ー　 t一億 東 京 ダ ミ ー　 t一億 重 相 関 係 数

1 9 8 1

1 9 8 1

1 . 2 6 5　　　 4 1 . 9

1 . 1 8 8　　　 3 1 . 0 0 . 0 1 6 8　　　 3 . 1 2

0 . 0 0 7 2 4　　 0 . 5 9 7

0 . 0 1 3 6　　 1 . 4 8

- 0 . 6 2 7　　 - 1 . 4 6

0 . 9 6 8 2

0 . 9 7 0 7

1 9 8 1 1 . 1 8 7　　　 2 0 . 0 0 . 0 1 7 3　　　 2 .4 1 0 . 9 5 1 7

1 9 8 1 1 . 2 3 9　　　 2 2 . 2 0 . 0 1 5 4　　　 2 . 1 4 0 . 9 5 2 4

1 9 8 1 1 . 1 8 9　　　 2 5 . 9 0 . 0 1 5 2　　　 2 . 8 3 - 0 . 6 4 9　　 - 1 . 9 9 0 . 9 7 2 0

1 9 8 6

1 9 8 6

1 . 2 5 4　　　 4 1 . 9

1 . 1 8 2　　　 3 1 . 1 0 . 0 1 7 7　　　 3 .3 3

0 . 0 1 1 9　　 1 . 3 1

0 . 0 1 4 6　　 1 . 5 9

- 0 、3 9 0　　 - 1 . 2 1

0 . 9 6 8 2

0 . 9 7 1 0

1 9 8 6 1 . 1 5 2　　　 2 5 . 9 0 . 0 1 8 0　　　 3 . 3 8 0 . 9 7 1 4

1 9 8 6 1 . 2 0 4　　　 2 8 . 7 0 . 0 1 6 6　　　 3 . 0 9 0 . 9 7 1 4

1 9 8 6 ユ. 1 7 2　　　 2 5 . 4 0 . 0 1 6 7　　　 3 . 1 1 - 0 、4 9 1　 - 1 . 5 1 0 . 9 7 2 0

1 9 9 1

1 9 9 1

1 . 2 4 9　　　 4 3 . 2

1 . 1 6 5　　　 3 1 . 9 0 . 0 1 8 2　　　 3 . 5 2

0 . 0 0 9 5 1　　 1 . 0 9

0 . 0 1 4 9　　 1 . 4 3

- 0 . 4 7 9　　 - 1 . 5 5

0 . 9 7 0 1

0 . 9 7 3 0

1 9 9 1 1 . 1 4 0　　　 2 6 . 6 0 . 0 1 8 4　　　 3 . 5 7 0 . 9 7 3 3

1 9 9 1 1 . 1 9 1　　 2 9 . 8 0 . 0 1 6 8　　　 3 . 2 4 0 . 9 7 3 6

1 9 9 1 1 . 1 6 3　　　 2 6 . 3 0 . 0 1 6 9　　　 3 . 2 7 - 0 . 5 7 1　 - 1 . 8 2 0 . 9 7 4 0

不動産業

年 度 仝 従 業 者 数　 卜 値 県 庁 ダ ミ ー　 ト 億 中 枢 ダ ミ ー　　 t 一倍 東 京 ダ ミ ー　 ト 値 重 柏 関 係 数

19 8 1

1 9 8 1

1 . 3 3 8　　　 3 4 . 6

1 . 2 3 6　　　 2 5 . 3 0 . 0 2 2 1　　 3 . 2 1

- 0 . 0 0 8 1 6　 - 0 . 6 9 9

- 0 .0 0 6 0 0　 - 0 . 5 0 3

- 0 . 4 2 4　　 - 1 . 0 2 0

0 . 9 5 4 4

0 . 9 5 8 2

1 9 8 1 1 . 2 5 6　　　 2 2 .0 0 . 0 2 1 9　　　 3 . 1 8 0 . 9 5 糾

19 8 1 1 . 2 5 9　　　 2 3 . 3 0 . 0 2 0 9　　　 3 . 0 0 0 . 9 5 8 6

1 9 8 1 1 . 2 7 2　　　 2 1 . 3 0 . 0 2 0 9　　　 2 . 9 9 - 0 .3 8 1　 - 0 . 8 9 8 0 . 9 5 8 7

1 9 8 6

1 9 8 6

1 . 3 2 1　　　 34 .8

1 . 2 1 6　　　 2 5 . 5 0 . 0 2 2 7　　　 3 . 4 1

- 0 . 0 0 8 0 0　 - 0 . 7 0 0

- 0 . 0 0 6 2 1　 - 0 . 5 3 2

- 0 .3 6 2　　 - 0 . 8 9 5

0 . 9 5 5 1

0 . 9 5 9 2

1 9 8 6 ユ.2 3 6　　　 2 2 . 1 0 . 0 2 2 6　　　 3 . 3 7 0 , 9 5 9 4

1 9 8 6 1 . 2 3 5　　　 2 3 . 5 0 . 0 2 1 7　　　 3 . 2 1 0 . 9 5 9 5

1 9 8 6 1 . 2 5 0　　　 2 1 . 3 0 . 0 2 1 7　　　 3 . 2 0 - 0 . 3 1 9　　 - 0 .7 7 1 0 . 9 5 9 6

1 9 9 1

1 9 9 1

1 . 3 1 0　　　 3 7 . 9

1 . 2 1 5　　　 2 7 . 6 0 . 0 2 0 2　　　 3 . 2 5

- 0 . 0 3 9 9　　 - 0 . 3 7 7

- 0 . 0 0 3 0 6　 - 0 . 2 4 0

- 0 . 2 6 6　　 - 0 . 7 0 9

0 . 9 6 1 6

0 . 9 6 4 8

1 9 9 1 1 . 2 2 7　　　 2 3 . 7 0 . 0 2 0 1　　 3 . 2 2 0 . 9 6 4 9

1 9 9 1 1 . 2 3 1　　 2 5 .4 0 . 0 1 9 5　　　 3 . 0 8 0 . 9 6 5 0

1 9 9 1 1 . 2 3 6　　　 2 2 , 8 0 . 0 1 9 5　　　 3 . 0 7 - 0 . 2 4 7　　 - 0 . 6 4 2 0 . 9 6 5 0
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情報サービス

年 度 仝 従 業 者 数　 t一億 県 庁 ダ ミ ー . t一億 中 枢 ダ ミ ー　　 t一億 東 京 ダ ミ ー　 t一倍 真 相 関 係 数

1 9 8 1

1 9 8 1

1 . 6 7 0　　　 2 0 . 2

1 . 3 9 5　　　 13 . 7 0 . 0 5 9 5　　　 4 . 1 5

- 0 , 0 0 5 5 5　 - 0 . 2 2 7

- 0 . 0 0 4 8 9　 - 0 . 7 9 5

- 0 . 1 4 7　　 - 0 . 1 7 0

0 . 8 8 1 2

0 . 8 9 7 4

1 9 8 1 1 . 4 0 9　　　 1 1 . 8 0 . 0 5 9 4　　　 4 . 1 2 0 . 8 9 7 5

1 9 8 1 1 , 4 0 3　　　 12 . 4 0 . 0 5 9 1　　 4 . 0 5 0 . 8 9 7 4

1 9 8 1 1 , 4 1 3　　　 1 1 . 3 0 . 0 5 9 1　　 4 . 0 3 - 0 . 1 1 3　　 - 0 . 1 2 7 0 . 8 9 7 5

1 9 8 6

1 9 8 6

1 . 5 6 8　　　 2 2 . 1

1 . 2 7 9　　　 15 . 2 0 . 0 6 2 6　　　 5 . 3 2

0 . 0 1 1 0　　　 0 . 5 4 6

- 0 . 0 0 9 7 2　　 0 . 4 7 1

0 . 3 0 4　　　 0 .4 2 5

0 . 8 9 8 0

0 . 9 1 8 9

1 9 8 6 1 . 2 5 1　　 12 . 7 0 . 0 6 2 8　　　 5 . 3 2 0 . 9 ~1 9 1

1 9 8 6 1 . 2 6 2　　　 13 . 6 0 . 0 6 3 4　　　 5 . 3 0 0 . 9 1 9 1

1 9 8 6 1 . 2 4 1　　 12 . 0 0 . 0 6 3 4　　　 5 . 2 8 0 . 2 3 7　　　 0 .3 2 4 0 . 9 1 9 2

1 9 9 1

1 9 9 1

1 . 6 1 4　　　 2 4 . 0

1 . 4 0 3　　　 16 . 6 0 . 0 4 5 5　　　 3 . 8 2

- 0 . 0 0 8 8 2　 - 0 . 4 3 5

- 0 . 0 0 8 4 0　 - 0 . 3 4 4

- 0 . 3 6 2　　 - 0 . 5 0 3

0 . 9 1 1 6

0 . 9 2 1 9

1 9 9 1 1 . 4 2 6　　　 14 . 4 0 . 0 4 5 2　　　 3 . 7 8 0 . 9 2 2 0

1 9 9 1 1 . 4 2 6　　　 1 5 . 3 0 . 0 4 4 5　　　 3 . 6 7 0 . 9 2 2 1

1 9 9 1 1 . 4 3 8　　　 13 . 8 0 . 0 4 4 4　　　 3 . 6 5 - 0 . 3 1 0　　 - 0 .4 2 0 0 . 9 2 2 1

事業サービス

年 度 仝 従 業 者 数　 t一億 県 庁 ダ ミ ー　 t一億 中 枢 ダ ミ ー　　 t一値 東 京 ダ ミ ー　 t一億 重 相 関 係 数

19 8 1

1 9 8 1

1 . 2 9 3　　　 2 8 . 2

1 . 1 8 3　　　 2 0 . 2 0 . 0 2 3 7　　　 2 . 8 8

- 0 . 0 1 2 7　　 - 0 . 9 1 3

- 0 . 0 1 0 4　　 - 0 . 7 3 0

- 0 . 4 8 7　　 - 0 . 9 8 2

0 .9 3 3 6

0 .9 3 8 2

1 9 8 1 1 . 2 1 5　　　 1 7 . 8 0 . 0 2 3 5　　　 2 . 8 5 0 .9 3 8 7

1 9 8 1 1 . 2 1 0　　 1 8 . 8 0 . 0 2 2 3　　　 2 . 6 8 0 . 9 3 8 7

1 9 8 1 1 . 2 3 2　　　 1 7 . 3 0 . 0 2 2 3　　　 2 . 6 7 - 0 . 4 1 3　　 - 0 . 8 1 5 0 . 9 3 9 0

1 9 8 6

1 9 8 6

1 . 2 2 3　　　 2 5 . 9

1 . 0 7 7　　　 1 8 . 3 0 . 0 3 1 5　　　 3 . 8 3

0 . 0 0 0 5 2　　 0 . 0 0 4

0 . 0 0 0 5 6　　　 0 . 0 3 9

- 0 . 0 8 2 3　 - 0 . 1 6 4

0 . 9 2 2 5

0 . 9 3 1 5

1 9 8 6 1 . 0 7 7　　　 1 5 . 6 0 . 0 3 1 5　　　 3 . 8 1 0 . 9 3 1 5

1 9 8 6 1 . 0 8 2　　　 1 6 . 6 0 . 0 3 1 3　　　 3 . 7 3 0 . 9 3 1 5

1 9 8 6 1 . 0 8 0　　　 1 4 . 9 0 . 0 3 1 3　　　 3 . 7 2 - 0 . 0 8 6 1　 - 0 . 1 6 8 0 . 9 3 1 5

1 9 9 1

1 9 9 1

1 . 2 7 1　　　 3 0 . 0

1 . 1 8 0　　　 2 1 . 6 0 . 0 1 9 6　　　 2 . 5 3

- 0 . 0 0 8 1 1　 - 0 . 6 1 6

- 0 . 0 0 7 3 6　 - 0 . 4 6 5

- 0 . 3 8 8　　 - 0 . 8 3 1

0 . 9 4 0 9

0 . 9 4 4 1

1 9 9 1 1 . 2 0 1　　 1 8 . 6 0 . 0 1 9 4　　　 2 . 5 0 0 . 9 4 4 2

1 9 9 1 1 . 2 0 1　　 1 9 . 9 0 . 0 1 8 5　　　 2 . 3 5 b . 9 4 4 4

1 9 9 1 1 . 2 1 5　　　 18 . 0 0 . 0 1 8 4　　　 2 . 3 4 - 0 . 3 4 2　　 - 0 . 7 1 5 0 . 9 4 4 5
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専門サービス

全 従 業 者 数　 t一億 県 庁 ダ ミ ー　 上 値 中 枢 ダ ミ ー　　 巨 億 東 京 ダ ミ ー　 t一億 重 欄 関 係 数

1 . 1 0 6　　　 4 3 . 4

1 . 0 4 8　　　 3 2 . 1 0 . 0 1 2 5　　　 2 . 7 3

0 . 0 0 6 4 1　　 0 .8 2 3

0 . 0 0 5 3 9　　 0 .6 7 7

0 . 2 2 0　　　 0 .7 9 5

0 . 9 7 0 3

0 . 9 7 2 1

1 . 0 3 2　　　 2 7 . 1 0 . 0 1 2 6　　　 2 . 7 5 0 . 9 7 2 3

1 . 0 3 6　　　 2 8 . 8 0 . 0 1 3 1　　 2 . 8 2 0 . 9 7 2 3

1 . 0 2 5　　　 2 5 . 7 0 . 0 1 3 1　　 2 . 8 1 0 . 1 8 2　　　 0 .6 4 2 0 . 9 7 2 4

1 .0 9 9　　　 4 7 . 2

1 .0 2 7　　　 3 5 . 5 0 . 0 1 5 5　　　 3 .8 3

0 . 0 0 9 3 6　　 1 .3 6 0

0 . 0 0 8 6 3　　 1 .2 2 2

0 . 1 9 4　　　 0 .7 9 0

0 . 9 7 4 7

0 . 9 7 7 6

1 .0 0 3　　　 2 9 . 7 0 . 0 1 5 7　　　 3 .8 9 0 . 9 7 7 9

1 .0 1 6　　　 3 1 . 8 0 . 0 1 6 1　　 3 .9 0 0 . 9 7 7 7

0 . 9 9 7　　　 2 8 . 1 0 . 0 1 6 1　　 3 .9 2 0 . 1 3 5　　　 0 .5 3 8 0 . 9 7 8 0

1 . 1 0 3　　　 5 1 . 2

1 .0 4 0　　　 3 8 . 2 0 . 0 1 3 5　　　 3 .5 2

0 .0 0 7 9 8　　 1 .2 3 0

0 .0 0 8 7 7　　 1 . 1 1 9

0 . 1 5 2 0　　 0 .6 5 4

0 . 9 7 8 4

0 . 9 8 0 5

1 . 0 2 0　　　 3 2 . 0 0 . 0 1 3 7　　　 3 .5 8 0 . 9 8 0 8

1 . 0 3 2　　　 34 . 4 0 . 0 1 4 0　　　 3 .5 7 0 . 9 8 0 6

1 . 0 1 6　　　 3 0 . 4 0 . 0 0 8 7 7　　 3 .5 9 0 . 0 9 7 5　　　 0 .4 1 1 0 . 9 8 0 8

学術研究機関

全 従 業 者 数　 t一億 県 庁 ダ ミ ー　 t一億 中 枢 ダ ミ ー　　 t一倍 東 京 ダ ミ ー　 t 一倍 垂 相 関 係 数

1 .6 4 9　　 1 1 .7 0

1 . 3 0 9　　　　 7 .2 7 0 .0 7 3 5　　　 2 .9 0

- 0 . 0 4 4 8　　 - 1 .04 5

- 0 . 0 4 2 5　　 - 0 .9 6 6

- 0 . 7 2 8　　 - 0 .4 7 5

0 . 7 3 3 3

0 . 7 5 4 3

1 . 4 2 2　　　　 6 .7 8 0 .0 7 2 7　　　 2 .8 7 0 . 7 5 7 0

1 . 3 4 9　　　 6 .7 7 0 .0 7 1 4　　　 2 .7 7 0 . 7 5 4 9

1 . 4 3 9　　　　 6 .5 4 0 . 0 7 1 5　　　 2 . 7 7 - 0 . 4 2 7　　 - 0 .2 7 3 0 . 7 5 7 2

1 . 5 6 2　　 11 .3 0

1 . 2 7 0　　　　 7 .3 4 0 . 0 6 3 1　　 2 . 6 0

- 0 . 0 4 7 4　　 - 1 .1 4 8

- 0 . 0 4 6 1　 - 1 .0 9 0

- 0 . 5 5 0　　 - 0 .3 7 3

0 . 7 3 0 6

0 . 7 4 8 0

1 . 3 9 1　　　 6 .8 7 0 . 0 6 2 1　　 2 . 5 7 0 . 7 5 1 0

1 . 3 0 0　　　　 6 .7 9 0 . 0 6 1 5　　　 2 . 5 0 0 . 7 4 8 4

1 . 4 0 1　　　 6 .5 9 0 . 0 6 1 5　　　 2 . 5 0 - 0 .2 3 1　 - 0 . 15 4 0 . 7 5 1 4

1 .6 2 3　　 12 .0 0

1 .3 1 4　　　　 7 .5 5 0 . 0 6 6 8　　　 2 . 7 2

- 0 . 0 5 5 8　　 - 1 .3 4 1

- 0 . 0 6 3 8　　 - 1 .2 7 3

- 0 . 7 1 4　　 - 0 .4 8 0

0 . 7 4 3 4

0 . 7 6 1 1

1 .4 5 7　　　 7 . 15 0 . 0 6 5 3　　　 2 .6 6 0 . 7 6 5 0

1 . 3 5 2　　　 7 .0 4 0 . 0 6 4 8　　　 2 .5 9 0 . 7 6 1 7

1 .4 7 1　　　 6 .9 0 0 . 0 6 4 4　　　 2 .5 8 - 0 . 3 1 8　　 - 0 .2 1 0 0 . 7 6 5 6
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政治経済文化

年 度 全 従 業 者 数　 t一億 県 庁 ダ ミ ・-　 t一億 中 枢 ダ ミ ー　　 t一値 東 京 ダ ミ ー　 t一億 重 相 関 係 数

1 9 島1

1 9 8 1

1 . 2 7 4　　 1 9 . 4

0 . 8 3 6　　 1 4 . 0 0 . 0 9 4 7　　 1 1 . 2

- 0 . 0 1 8 9　　 - 1 . 3 3

- 0 . 0 2 2 3　　 - 1 . 5 7

0 , 5 3 2　　 1 . 0 5

0 . 8 7 3 7

0 . 9 4 1 7

1 9 8 1 0 . 8 8 4　　　 1 2 . 7 0 . 0 9 4 4　　 1 1 . 2 0 . 9 4 2 6

1 9 8 1 0 . 8 0 7　　 1 2 . 2 0 . 0 9 6 2　　 1 1 . 3 0 . 9 4 2 3

1 9 8 1 0 . 8 5 5　　　 1 1 . 8 0 . 0 9 6 3　　 1 1 . 4 0 . 6 9 3　　　 1 . 3 5 0 . 9 4 3 5

1 9 8 6

1 9 8 6

1 . 2 7 1　　 1 8 . 8

0 . 8 0 9　　　 1 3 . 6 0 . 1 0 0　　　 12 . 0

- 0 . 0 1 4 4　　 - 1 . 0 1

- 0 . 0 1 8 4　　 - 1 . 2 7

0 . 5 9 5　　 1 . 1 8

0 . 8 6 7 1

0 . 9 4 3 1

1 9 8 6 0 . 8 4 6　　　 1 2 . 1 0 . 0 9 9 7　　 1 2 . 0 0 . 9 4 3 6

1 9 8 6 0 . 7 7 6　　　 1 1 . 9 0 . 1 0 2　　　 12 . 1 0 . 9 4 3 8

1 9 8 6 0 . 8 1 6　　　 1 1 . 3 0 . 1 0 2　　　 1 1 . 3 0 . 7 2 2　　　 1 . 4 1 0 . 9 4 4 6

1 9 9 1

1 9 9 1

1 . 2 7 1　　 1 8 . 4

0 . 8 0 4　　　 1 2 . 6 0 . 1 0 1　　　 1 1 . 2

- 0 . 0 1 5 2　　 - 0 . 9 9 6

- 0 , 0 2 3 0　　 - 1 . 2 6

0 . 6 3 7　　　 1 . 1 8

0 .8 6 2 0

0 . 9 3 6 3

1 9 9 1 0 . 8 4 3　　　 1 1 . 3 0 . 1 0 0　　　 1 1 . 1 0 . 9 3 6 8

1 9 9 1 0 . 7 6 9　　　 1 1 . 0 0 . 1 0 2　　　 1 1 . 3 0 . 9 3 7 0

1 9 9 1 0 . 8 1 2　　　 1 0 . 5 0 . 1 0 2　　　 1 1 . 3 0 . 7 7 9　　 1 . 4 1
0 . 9 3 テ9

注)5%有意水準　t=1.98.1%有意水準　t=2.58,0.1%有意水準　t=3.37

定結果では8業種すべてでパラメータ値は1を越

えており、t値も2ケタの値を示している。これ

らの業種の従業者数はいずれも都市規模と強い相

関関係を持ち、収穫逓増的な特徴を持っている。

ほとんどの業種で都市規模がもっとも強い要因で

あるが、政治・経済・文化団体では県庁ダミー変

数が都市規模と同程度のt債を示し、県庁ダミー

変数を導入した場合に都市規模に関するパラメー

タ値は0.8台に低下する。従って政治・経済・文

化団体では県庁ダミー変数を考慮した場合には都

市規模に対して収穫逓減的な特徴を持っていると

いえる。

全従業者数に対するパラメータ値はそれぞれの

業種の従業者数に対する都市規模の弾力性を表し

ていると解釈されるが、全般的に見て、学術研究

機関と情報サービスの値がもっとも大きく.、不動

産、その他事業所サービス、出版・印刷、卸売業

がそれに続く値を持つ。専門サービスの値はほほ

1と相対的に小さい。このこ.とは専門サービス業

の構成がコンサルタント等対事業所用の業種と個

人教授など対個人用の業種とによって構成され、

複合的な性格を持っているためと思われる。

(3)都市システム

全従業者のみのケース1と県庁ダミー変数を加

えたケース2とを比較すると、すべての業種・年

度にわたって県庁ダミー変数は2.5以上のt値を

示すことがわかった。なかでも政治・経済・文化

団体については仝従業者数とほぼ互格の2ケタの

債を持っている。また墓相関係数の億もケース1

では0.86～0.87程度であったものが0.93-0.94程

度と大きくなっており、非常に重要な要因である

ことがわかる。県庁ダミー変数に対するパラメー

タ借とt値が共に、相対的に大きい業種は出版・

印刷と情報サービスである。放送業の県庁所在都

市集中率の値が大きいこととも考えあわせると、

地方のマスコミが県別単位で組織され、広告業界

がそれに関連していることの反映とも思われる。

また、県庁あるいは政府や民間企業の出先機関が

各県の主要な情報発生源となっていることも考え

られる。なお、学術研究機関については県庁ダ

ミー変数に対するパラメータ億は相対的に大きい

がt値はあまり大きくない。その他の5業種につ

いても県庁ダミー変数は、ほぼ1%水準で有意で

あり、県単位の営業展開あるいは上に述べた県庁

所在都市が県内情報の主要な発生源であることが

その原因と思われる。

県庁ダミー変数に中枢都市ダミー変数を加えた

ケース3とケース2とを比べると、中枢都市ダ

ミー変数t値の絶対値は大きくとも1を若干上回
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る程度であり、5%水準でも有意ではない。卸売

業と専門サービス業では1前後のやや大きいt値

が見られるが、学術研究機関や政治経済団体等で

は逆にt値は一1前後の値を示している。県庁所

在都市のもつ影響力に比べて地方プロッタ中心都

市の影響力はかなり小さいと言える。

次に県庁ダミー変数に東京ダミー変数を加えた

ケース4とケース2とを比較すると、この場合も

東京ダミー変数のt億の絶対値は大きくとも1を

越える程度であり、有意ではない。出版・印刷、

専門サービス、政治・経済・文化団体では正の相

対的に大きい値が見られるが、卸売業や不動産業、

その他の事業サービス等では相対的に強い負の値

を示している。卸売業ではマイナス1.5程度のt

値が見られるが、これは卸売業の一部が東京区部

から郊外に移転しつつあることを反映していると

思われる。

表一5は、ケース5について3年度の推定結果

の各ダミー変数に対応するt値の平均値を示した

ものである。なお、年度によってプラスまたはマ

イナスの億を取る場合は数字を示さず軽口を記し

ている。まず、県庁所在地に対するダミー変数の

t億はすべての業種にわたって正で、かつ1%有

意水準に対応する2.6以上の債となっており、県

庁所在都市であることがこれらの業種の集積に大

いに関係していることがわかる。県庁所在都市の

影響力に比べると、ブロック中心都市、あるいは

東京の影響力は弱いと言える。次に、ダミー変数

の符号のパターンを見るとすべて正となっている

表-5　各ダミー変数に対するt値の平均値(年
度及び推定ケース)

報

業

門

衛

治

情

事

専

学

政

県庁 ダ ミー 中 枢 ダ ミー 東 京 ダ ミー

反・印刷 4 .4 6 3 - 0 .1 9 2 0 .7 7 6

釘売 り 3 .0 68 1 .4 98 - 1 .7 7 0

ド動 産 3 . 08 5 - 0 .4 2 5 - 0 .7 7 0

サ ー ビス 4 .3 22 * *

サ ー ビス 2.9 10 * - 0 .5 6 6

サ ー ビ ス 3 .4 3 8 1 .0 0 6 0 .53 0

研 究 機 関 2 .6 17 - 1 . 1 10 - 0 .2 1 2

経 済文 化 11. 5 7 - 1 .3 68 1 .3 9 1

注)*印は年度によってt値の符号が逆転したた

め平均値を算出できなかったことを示してい
る。

ものは専門サービス業のみである。このパターン

からのみ判断すれば、都市の階層システムをもっ

ともよく反映している業種と言えなくもないが、

全従業者数に対するパラメータ値は低く、あなが

ちそうも言えないと思われる。先に述べたように

小分類レベルでやや異質なものが含まれているこ

とが原因かも知れない。卸売業では県庁、ブロッ

ク中心でプラス、東京でマイナスのパターンがか

なり明確に見られる。卸売業では恐らく都市シス

テムの階層性が影響しているものの、東京では郊

外部の立地が相対的に多いことがこのような結果

をもたらしたと考えられる。出版・印刷や政治・

経済・文化団体では県庁、東京がプラス、地方プ

ロッタ中心都市でマイナスのパターンが見られる。

このことは中枢管理機能やマスコミ機能等が東京

あるいは県庁所在都市には集中しているものの、

地方ブロックの影響力が弱いことの現れであろう。

不動産や学術研究機関では県庁所在都市ダミーの

みがプラスで他の2つのダミー変数はマイナスで

ある。情報サービスやその他の事業所サービスも

1981年、1991年はこのパターンを示している。こ

の場合は県庁所在都市のみが制度的なインパクト

を持ち、ブロック中心都市や東京の影響力は弱い

かむしろ逆に作用していると解釈される。

5.おわりに

1991年時点で全国の従業者数が1万人以上であ

る産業中分類業種のうち、1981年以降の2期間を

通じてもっとも従業者増加率の大きかった産業は

情報サービス・調査・広告業である。この情報

サービス業全国従業者の55.37%が事業所統計調

査の定義による京浜大都市圏で従業し、しかも全

国の39.65%が東京都区部で従業している。京浜

大都市圏及び東京都区部への従業者集中率は、本

論文で取り扱った8業種の中でも情報サービス業

が最大の値を示している。東京を除く地方ブロッ

ク中心都市7市合計への従業者集中率の債は

21.51%であり、その他の地域の従業者の都合は

23.12%でしかない。これらの数字を見る限りに

おいては、もっとも成長力の強い産如音東京にそ

してブロック中心都市に集中しているように思わ

れる。東京一極集中との声高な批判やブロック中

心都市への羨望に蹴落されかねない状況である。
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しかしながら本研究の結果では、東京あるいは

ブロック中心都市が何らかの制度的な要因によっ

て情報サービス業を集中させているとの結論は得

られなかった。むしろ、それらの都市に関する要

因は負に働いている可能性すら考えられるのであ

る。既に見て来たように,本研究で取りあげた6

複のリーディング産業と2つの知識関連産業につ

いては、東京あるいはブロック中心都市に関する

制度的要因は弱く、むしろ県庁所在都市に関する

制度的要因こそが明白であった。

現実の従業者分布に見られる特定都市への集中

状況と本研究での分析結果をつきあわせると、東

京そしてそれに次ぐブロック集中都市に本研究で

扱った産業の従業者が多い第1の理由はそれらが

規模の大きい都市であるということであり、さら

に第2の理由をあげるならばそれらの都市は規模

の大きい都道府県の都道府県庁所在都市であると

いう点である。少なくとも現時点の都市規模を前

提にして考えるならば、首都そしてブロック中心

都市に本論文で扱ったリーディング産業を集中さ

せている強い制度的要因は見あたらない。制度的

要因という点では、県庁所在都市のバイアスは十

分有意である。少なくとも、本論文で取り上げた

8業種については県庁所在都市は制度的要因に支

えられた都市であると言えるのではなかろうか。

東京一極集中とともに県内一極集中の声が聞こえ

るが、県内一極集中こそ制度的、政策的な現象と

思われる。しかしながら、東京一極集中現象が現

象としての指摘にすぎず、それが政策的に是か非

かということは別問題であるように、県内一極集

中についても政策的判断は別に考えるべきであろ

う。本研究では県内一極集中現象の背後には制度

的・政策的な面が存在することを指摘したのみで

ある。

本研究では6種のリーディング産業と2種の知

識型産業の従業者分布について統計的な分析を行

なった。得られた結論は上に述べた通りであるが、

取り上げた産業の種類は少なく、業種の選択も必

ずしも客観的であるとは言えない。今後さらに綿

密な研究が必要である。本研究の成果には地域計

画あるいは地域政策への示唆が含まれているが、

それらについても今後は吟味を重ねてゆきたい。
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